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論文　ECL コ ン ク リー トへ の フ ラ イア ッ シ ュ の 適合性 に つ い て
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’ 2

要 旨 ： ト ン ネル の掘 削 ・覆工 並進工 法で あるECL 工法 用 の コ ン ク リート （ECL コ ン

ク リー ト） に 、国内炭 フ ラ イ ァ ッ シ ュ を混和材 として使用するこ とに よ り、加圧 時の分

離低減、端面自立強度の 向上な どに 効果があ り、フ ラ イ ア ッ シ ュ が ECL コ ン ク リート

へ の適合性に優れて いるこ とを確認 した 。

キ
ーワ ード ： ECL 、フ ラ イ ア ッ シ ュ 、 加圧 ブリーデ ィ ン グ、端 面自立強度

　 1．はじめ に

　ECL 工法 は、覆工 に セ グ メ ン トを使用せず、掘削 と平行 して シ ール ドの 後部で 地 山 と内型 枠

の 間に フ レ ッ シ ュ コ ン ク リー トを加圧 された状態で押 し出 し、地 山 に密着 した覆工 コ ン ク リ
’一ト

を構築する工法で ある 。 ECL コ ン ク リー
トに は、一

般 コ ン ク リー トとは異なる様 々 な特性 （高

流動 コ ン ク リー トに近い 流動性、加圧 に よる脱水が少ないこ と、加圧後の プ レ ス 面が 自立する こ

と等）が要求され、特殊性 の 高い コ ン ク リー トで あ る。 フ ライ ア ッ シ ュ は 、 高流動 コ ン ク リー
ト

の モ ル タル の 粘性 を高め る効果の ある こ とが報告 されて い る ［1］が、 ECL コ ン ク リートの諸

特性 に与える影響 に っ い ては 、 不 明 な点が多い 。

　本研究は 、 フ ライ ア ッ シ ュ を混和材 とした コ ン ク リー
トの 諸特性 を試験 し、 ECL コ ン ク リー

トへ の 適合性 を検討 した もの で ある 。

　 2 ．実 験方法 、

　 2 ． 1　 使用材料

　実験に使用 した材料を表
一1に示す 。

　フ ライア ッ シ ュ は比較的品質の 安

定 した国内炭フ ライ ア ッ シ ュ （裹
一

2）を用い 、 高性能AE 減水剤 は分離

低減剤との相性を考慮 してポ リカ ル

ボ ン 酸系の もの を用 い た 。

表一1 使用 材料

材料名 種　　 　類 成分、特性など

セ メ ン ト 普通ポルトランドセメント
　 　 　 　 　 　 　 　 2

比重3．16、比表面積3300c囮 ／g

混 和 材 奈井江火力産フライア7シェ Jis灰 （表
一2）

細 骨 材 沙流川産川砂 触 2，63、 表乾比重a61

粗 骨 材 沙流川産川砂利 脳 6，52、 表乾比重 2．80
高性能AE 減水剤 ポ リ加 ボ ン酸系化合物

混 和 剤 空気量調整剤 スルホン酸炭化水素

分離低減剤 水溶性セ卯 一スエーテル

表一2　フ ライ ア ッ シ ュ の 品質試験結果

試験項 目 湿 分

（％）

強熱減量

　 （％）

比 　重 圧縮強度比 （％）二 酸化 けい 素

　 （％）

プレ
ー
ン比表面積

　（c皿
2

／9）

単位水量比

　 （％） 材齢28日 材齢 9旧

JIS規 格 45以上 1以下 5以下 1．95以上 2，400以上 102以下 60以上 70以上

試験成績 59．220 ．060 ，80 2．16 2，870 95．2 69．992 ．9

＊ 1 北海道電力（株）総合研究所土 木 グ ル ープ （正会員）

＊2　北電興業（株）土木建築部土木担当主 任 （正会員）
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　 2． 2　 ECL コ ン ク リー トの 設計条件

　本実験で対象 と したECL コ ン ク リー トは 、 新第三紀〜先 白亜紀の各種岩種 の 地 山 に密着す る

よ うな流動性 、 充填性及 び分離抵抗性を有 し、打設後 1時間の 妻枠脱型時に 端面 が 自立 し、打設

後 1 日の型枠脱型時に充分な強度 を有する こ と が必要 な こ とか ら、設計条件を表
一3の とお り設定

した。

　　　　　　　　　　　　 表
一3　ECL コ ン ク リー トの設計条件

フ レ ッ シ ュコ ン ク リート性状 強　 度　 特　 性

プ レ ス 強度　（HPa） ノン プ レス 強度 （MPa）ス ラ ン プフ ロ
ー

（練 り上が り）

加圧ブ リーデ ィ ン グ

　　15分経過後 端面自立強度 材齢 旧 材齢28日 材齢 旧 材齢28日

57± 5c皿 25cc以下 O，0392以 上 5．88以上 23．5以上 5．88以 上 23．5以上

注）プ レ ス 強度 とは、プ レス 圧（0．196MPa）を60分間かけた供試体の
一軸圧縮強度であり、端面 自

　　立 強度は プ レス 直後の
一
軸圧縮強度で あ る。な お、ノ ン プ レス 強度は、通常の供試体 に よ る

　　一軸圧 縮強度で ある。

　 2 ．3　 配合ケ
ー

ス と練 り上が り性状

　実験は表
一4に示す 12ケース の配合に っ い て実施 した。No．1〜6は単位結合材量を 450kg／皿

3

と し

て 、 フ ラ イ ア ッ シ ュ 未使用および 20％ 置換に つ い て、それぞれ分離低減剤量 を変化 させ た ケ ース

で あり、 No．7〜9は 単位結合材量を 400kg／m3お よび350kg／皿
3
に低減 した ケース 、また、　No．　10〜12

は No．8 （単位結合材量400kgん 3
、フ ライア ッ シ ュ 20％置換）の空 気量 を変化 させ たケ

ー
ス で あ る 。

表
一4 配合ケ

ー
ス と練 り上が り性状

単　 位　 量　　 （kgん 3
） 練 り 上 が り性 状

粗 骨 材 G 分　離

低減剤

項 目

No．

粗 骨 材

の最大

寸　法

（皿皿）

水 結 合

材　 比

冒／（C・F）

（％ ）

フライアッシュ

置 換 率

F／（C・F）

　 （％〕

細骨

材 率

S／a

（％）

水

W

セメント

C

フライ

アッシコ

F

細 骨 材

　 S5

〜10
　 m田

IO〜20
　  

高性能

俎減水剤

標準形

空気量

調整剤

（9／融
3
）

スランプ刀
一

　（c皿）

空気量

（％ 〉

No．1 07 ，65022 ．559 ．92 ．4

No．2 40．0o 1804500862439439o ．17 ，740059 ．82 ．8

煙o．3 o，28 ．190o57 ．92 ．9

Ho．4 08 ．32536 ．057 ．32 ．8

No．5 34，720 156360go876447447o ．18 ．η5055 ．52 ．9

煙0．6 o．29 ，225059 ．42 、9

Ho．7204L8051167400o900459459o ．19 ．400957 ．52 ，8

No．8 36．O 1443208091546746709 ．40024 ．D60 ．82 ，5

No．9 43．4 15228070928473473o8 ．40028 ．058 ．92 ．5

聾0．IO 20 go2460460o9 ．20088 ．O62 ．04 ．5

No．11 36．0 】443208087544644609 ．000100 ．061 ．55 ．8

No．12 84842343308 ．000140 』 81．68 ．4

　 2． 4　試験項 目と方法

　表
一5に本実験で実施 した試験項 目と方法 を示 す 。

　なお 、 表中のプレ ス供試体は、JIS　A　1132「コ ン ク リー トの 強度試験用供試体の作り方」 に準

拠 して作製 （φ10x20cm） し、 上 面と下面に ろ過紙を置い て コ ン ク リー
ト加圧 装置にて 0．196MPa

の 圧 力を供試体上面に 60分間加えた後、所定材齢まで標準養生 した 。
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表 一5　試験項 目と方法

試 験 項 目 試 　験　方　法

ス ラ ン プフ ロ ー試験
土木学会規準水中不 分離性 コ ン ク リ

ー
トの 「コ ン ク リ

ー
トの ス ラ ン プ

フ ロ
ー試験 （案）」に準拠 した 。

空　気　量　試　験
JISAl128 「まだ固 まらない コ ン ク リー トの空気量 の圧力に よる試験
方法 （空気室圧 力法）」 に準拠 した 。

加圧プリ
ーデ ィング 試験

ポ ン プ施工 指針 「加圧 プ リーデ ィ ン グ試験」 に 準拠 し、 容器 内試料上
面 に 、

コ ン ク リー ト加圧装置に より、0．196齟 aの圧力を加え、脱水量

を5、iO、15、30、45、60、75分毎に メ ス シ リン ダー
で測定 した 。

なお、供試体 の底面 には、ろ過紙 と金網を置いた。

端面 自立 強 度 試 験
プ レ ス供試体作製後 、 直ちに脱型 し、 JSF−T−511　 r土 の

一
軸圧縮試験

方法」 に準拠 して実施 した 。

プ レ ス 供 試 体

圧 縮 強 度 試 験
JISAllO8 「コ ン ク リー トの 圧縮強度試験方法」 に準拠 し、プ レス 供

試体に っ いて実施 した 。 材齢 1、 28日

ノ ン プ レ ス 供 試 体
圧 縮 強 度 試 験

JIS　A　HO8 「コ ン ク リー トの圧縮強度試験方法」 に 準拠 し、 ノ ンプ レ

ス 供試体 に つ い て 実施 した。 材齢 1、28、91日

凍 結 融 解 試 験 土木学会規準 「コンクリートの凍結融解試験方法」 に準拠 して実施 した。

　 3．実験結果

　 3． 1　 加 圧 ブ リーデ ィ ン グ試験

　試験の結果は、図
一1〜2に示 す とお り、各ケ

ー
ス と も加圧 15分後25cc以下 を満足 した 。

　単位結合材 量 450  ／皿
3

の No．1〜6に お け る 15分加圧 時の 加圧 ブ リーデ ィ ン グ水量 か ら加 圧 ブ リー

ディ ン グ率を求め比較 した結果を 図一3に 示す 。 加圧 プ リーデ ィ ン グ率は 、分離低減剤量が増える

に従い 低減す る傾向 であ り、フ ラ イア ッ シ ュ 置換 に よる大きな減水効果で さらに 減少 し、フ ライ ア

ッ シ ュ の分離低減効果が示 された 。

　フ ライア ッ シ ュ 置換で分離低減剤を使用 しない、No．4、8及 びNo．9の単位結合材量 と加圧 ブ リー

デ ィ ン グ率 （加圧 15分時 ） との 関係を図
一4 に 示す 。 加圧 ブリーデ ィ ン グ率は、単位結合材量

400kg／msお よび450kg／m3では大差 ない が、350kgん 3
で は水結合材比が大 きくな り若干大きな加圧

ブリーディ ン グ率 とな っ た 。
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図
一3　分離低減剤添加量 と

　　　　 加 圧プリ
ーディング率との 関係
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　 3 ．2　端面 自立強度試験

　各配合 ケ
ー

ス の試験結果は、図
一5に示

すとお りであ り、変動係数を 10％ と仮定

した場合 の 配合強度0．0470MPa（設計強度

0．0392MPa× 1．2）を満足するのは 、
　No．　L

2、4、8、10、11の6ケ ー
ス で あ っ た e

　単位結合材量450kg／MS の No．1〜6におけ

る分離低減剤量と端面 自立強度と の 関係

を図
一6に 示 す 。 端面 自立強度は、分離低

減剤量が増える に従い 低減す る傾 向に あ

り、フ ラ イ ア ッ シ ュ 置換では そ の 傾向が

強まるが 、分離低減剤を使用 しない 場 合
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図
一5 各配合ケ

ー
ス の 端面 自立強度

は 、 配合強度を大 き く上 回 る良好 な結果を示 した 。

　フ ライ ア ッ シ ュ 置換で 、 分離低減剤を使用 しな い No．4、8及びNo．9の単位結合材量 と端面 自立強

度 との関係を図
一7に示す。端 面 自立強度は、水結合材比が小さい ほ どペ ー

ス トの粘性が 高 まるこ

とに よ り大き くな ると考 え られ るが、単位結合材量 が400kg／m3 と450kg／m3 とでは水結合材比が 同

程度 とな っ たため端面 自立強度 も同程度 とな っ た と考 え られ る。
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図
一6 分離低減剤添加量 と端面 自立強度との関係
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　3．3　圧 縮強度 試験

　各配合ケ
ー

ス の 試験結果 は、図
一8お よび図

一9に示すとお りで ある 。 図中の 配合強度は変動係

数10％ と仮定 し、 材齢 1日 で 7．06MPa（設計強度5．88MPa　×　1．2）、材齢28日で 28．2MPa（設計強度

23．　5MPa　x 　1．2）を示 して い る。 各ケ
ー

ス と も、材齢 1日で はプ レス 強度が ノ ン プ レス 強度 を上 回

っ て い るが、材齢28日では逆に ノ ン プ レス 強度の方が大きくな っ て い る。
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図
一8　圧縮強度試験結果 （材齢旧 ）
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図
一9　圧縮強度試験結果 （材齢28日）

　単位結合材量 450kg／皿
3
で分 離低減剤 を使用 しない No．1、4の 材齢と ノ ン プ レ ス 強度 と の 関係を、

図
一IOに示す 。 フ ライ ア ッ シ ュ 置換のNo．4は、材齢28日まで はフ ラ イア ッ シ ュ を使用 しない No．1

より低強度で ある が 、材齢91日に おい て は 、 若刊 o．1を上回 る 強度発現を示 し 、 材齢28日の強度

を基準 と した材齢91日 の 強度増進率は 、 No．1の 10％程度に 対 しNo．4で は 18％とな り、フ ラ イ ア ッ シ

ュ のポ ゾ ラ ン効果が示 された もの と推察され る 。

　フ ライア ッ シ ュ 置換で 分離低減剤を使用 しないNo．4、8及び No．9の単位結合材量 と圧縮強度 と の

関係を、図711に 示す 。 材齢28日強度は 、 単位結合材量350kg／皿
3
と400kg／m3 の強度差に比べ 400

kg／皿
3

と450kg／m3の強度差は小さく、端面 自立強度 と同様の結果 とな っ た 。
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圧縮強度試験結果 （ノ ン プ レ ス ）　　 図
一11 単位結合材量と圧縮強度 との 開係

3． 4　 凍結融解試験

単位結合 材量 400kg／MS 、 フ ライア ッ シ ュ 置換で空 気量を3〜8％に 変化させ たNo．8、 10、 11及び
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No．12の 試験結果 は図
一12に 示す とお りである 。

　 No．8を除 く3ケー
ス は 、300サ イ ク ル 終了時点の相

対動弾性係数が 85％ 以上 と良好 な耐凍害性 を示 した 。

　図
一13に練 り上が り空気量と耐久性指数との関係 を示すが 、No．8は練 り上が り空 気量が2．5％

と少な く、 耐凍害性確保に必要なエ ン トレイン ドエ アが不 足 して い る もので、耐久性指数は練 り

上が り空気量2．5％〜4，5％で急激に 向上す るが、5．8％ 以上では
一

定値とな っ た 。
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図
一12　凍結融解試験結果 （相対動弾性係数）　 図一13　練 り上 が り空 気量 と耐 久性指数 との 関係

　 4，まとめ

　フ ラ イア ッ シ ュ を使用 した ECL コ ン ク リートの性状を試験 した結果、以下 の ことが 明 らか と

な っ た 。

  フ ラ イア ッ シ ュ の 20％置換使用 は、加圧 時の 分離低減お よび端面 自立 強度の 向上 に 効果 があ り 、

　分離低減剤を用 い るこ とな く、所定 の性状 を得ることが可能で ある 。

  フ ライ ア ッ シ ュ を20％置換使用 した場合 、単位結 合材量 を 400kg／m3 とすれば、　ECL コ ン ク リ

　ートに 要求され る諸性状を 確保で きる。

  フ ラ イ ア ッ シ ュ の使用に よ り、長期的に 強度の増進が期 待で きる 。

  耐凍害性は、練 り上が り空気量 の増加 とともに向上するが 、 空気量が 6％以上 に な ると一定値 と

　なる。

参考文献

［1］小沢
一

雅，前川宏
一
，岡村甫 ：ハ イパ フ ォ

ー
マ ン ス コ ン ク リー トの 開発， コ ン ク リー ト工

　　学年次論文報告集，Vo　1．11，　 No．1，　 pp．699〜704， 1989．6

一 1064一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　


